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１．はじめに  

 管路施設のなかでも石綿セメント管は、大半が耐用年数を経過し、ほぼ全てが代替えする時期に

至っているが、開削除去・交換作業が困難な場合も多く、石綿粉塵の大気飛散を極力抑え、耐久性、

水理性を改善する技術開発が求められている。アーバンノーディッグ R工法は、非開削のHDD（誘
導式水平ドリル）工法で実績のあるアーバンノーディッグ工法を応用し、老朽化した小中口径の石

綿セメント管や陶管を破砕し、その配管路に新設管を置換更新する工法である。本報では農林水産

省「官民連携新技術研究開発事業」の採択を受け実施している研究開発の一環で、石綿セメント管

更新に対する地下水および大気飛散に関する環境評価が得られたので報告を行う。 
 

２．工法の概要  

 アーバンノーディッグ R工法の施工概要図を Fig.1に示す。発進坑に設置したドリルユニットか
ら、老朽管路内にドリルパイプを挿入し、到達坑で破砕用リーマーと新設するポリエチレン管を接

続する。ドリルパイプを通じて供給される固化能力を有する掘削補助液を噴射しながら破砕リーマ

ーを回転させ、土中にて既設管を破砕し、周辺の土をほぐしながら新設管の引き込みを行う。破砕

された既設管破片やほぐした土は、一部は掘削補助液と混ざり合い、新設管の外周を伝わって立坑

内に排出されるが、大部分は固化材の作用により、新設管周辺に裏込め材支承のように充填・固化

され、管周辺に隙間の無い管路が形成される。 
 
 
 
 
 
 
既設管破砕片は Fig.2 に示すように、ほぼ全
て固化材内に取り込まれ、新設管と支承材とな

る固化層を合わせた路線は、分岐工事や周辺工

事での再掘削時には固化層が特定でき＜継続的

な｢記録・監視｣＞によって、無秩序に残置され

たものでなく、施設管理可能な状態となる。 
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Fig.1 施工概要図 

Fig.2 更新管と固化材 
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計測方法

また本工法は、多量の掘削補助液を使用するため湿潤状態での作業となり、かつ破砕行為が土中

で行われるため、石綿セメント管を対象とした場合でも、粉塵の大気拡散を防止でき、環境対策や

安全対策に貢献できる。 
 

３．周辺環境への影響評価  

（１） 置換・更新管路の施工性評価 

 石綿破砕片がセメント固化層内にどの程度固定できるか施工性

評価を行った。破砕片の捕捉固定率は、固化層の周囲土壌からサ

ンプリングを行い、置換更新に伴って生じた石綿破砕片の飛散状

況を把握する。調査の結果、固化層周辺の土砂に含まれる石綿管

破片は 0.2Wt％程度で、固化層内にほぼ全て石綿破砕片が捕捉・

固定していることが確認できた。 

（２） 地下水への影響評価 

更新管路の周辺環境から石綿繊維が検出されるかどうか、地下水流入の観点から評価を行った。

実証実験時に地下水観測井を設置し、管路下流側および既設管基礎の高い透水性を示す層からサン

プリングを行い、走査型電子顕微鏡にて石綿繊維の有無を確認する。施工完了後、月次頻度のサン

プリング評価を継続しており、現在までに既設石綿セメント管由来の石綿繊維は検出されていない。 
 
 
 
 
 
 
（３） 再掘削時の大気飛散影響評価 

 置換・更新工法の実施後、分岐工事等で更新管路の周辺地盤再掘削を想定し、新たにモデル管路

を設置し、壺堀作業、固化層撤去作業の施工性評価と作業に伴う石綿繊維の大気飛散評価を行った。

大気飛散実験における計測方法および試験状況を Fig.4 に示す。計測評価の結果、石綿製品の施工
対策の実施有無に問わず、法規制対象となる石綿繊維（長さ/幅ｱｽﾍﾟｸﾄ比 3:1以上で、長さ 5μm以
上、幅 3μm以下の繊維）は未検出であった。また固化層周辺土からも石綿繊維の検出はなかった。 
 
 
 
 
 
 
  

４．終わりに  

石綿対策が進むなか、本報の大気飛散実験結果から、石綿則に基づくレベル３作業対応によって

安全な施工環境が確保できることを確認した意義は大きい。今後は施工管理・品質管理体制を整備

するとともに、地下水サンプリング等の継続的な評価実施を予定している。 

Pic.1 固化材支承された更新管 

Fig.3 実証実験状況図 

Fig.4 飛散実験状況図 


